
検査済証のない建築物の確認方法
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■検査済証の有無の確認方法

各特定行政庁で台帳記載事項証明等で確認済証や検査済証の有無を確認することが
できます。 以下の建築物については、確認申請等が不要だったため、証明書は発行で
きません。

○法的に確認申請が必要でない建築物
・都市計画区域に編入前の区域の旧４号建築物
・防火・準防火地域外の１０㎡以内の増築等
○法的に完了検査が必要でない建築物
・上記の確認申請が不要な建築物
・用途変更の場合（ただし、完了届の提出は必要）

【参考】完了検査の受検が低かった時期

近年では住宅ローンでの検査済証の提出や周知等により、概ね検査済証の交付を受け
ている傾向ですが、昭和～平成の前半では完了検査率が低かったため、増築・大規模な
修繕、大規模な模様替え等の際に既存建築物の検査済証がない場合、法の適合性を確
認する調査等が必要になります。

旧４号建築物は検査済証の交付を受けていないことが多く、調査に多大な時間
と費用を要することが想定されるため、既存建築ストックの有効活用の円滑化
の観点から、「検査済証のない木造一戸建て住宅等の建築基準法適合状況調査
ガイドライン」を国で策定予定（秋ごろ）

【参考】検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した
建築基準法適合状況調査のためのガイドライン
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【参考】検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した
建築基準法適合状況調査のためのガイドライン
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※報告書は、確認申請時に既存不適格調書に添付する資料の一部として活用可能

「検査済証のない木造一戸建て住宅等の建築基準法適合状況調査ガイ
ドライン」を国が策定予定で、調査の流れ、調査個所や不適合箇所、
不明箇所等があった場合の改修計画の作成等について規定される予定

５ 確認申請図書の作成方法・よくある指摘事項の解説等

76



確認申請・完了検査の申請窓口（R7.4.1以降の審査対象）

■鳥取県内の特定行政庁

申請窓口により、必要な書類が異なる場合がありますので、詳細は建設予定地の窓口
にご確認ください。

審査対象地域住所・電話番号窓口

岩美郡、八頭郡の物件鳥取市立川町６丁目１７６
0857-20-3648

鳥取県 東部建築住宅事務所

東伯郡の物件倉吉市東巌城町２
0858-23-3235

鳥取県 中部総合事務所
環境建築局建築住宅課

境港市の物件で市の対象以外のもの、西伯郡、
日野郡の物件

米子市糀町１丁目１６０
0859-31-9753

鳥取県 西部総合事務所環境建
築局建築住宅課

鳥取市の物件鳥取市幸町71
0857-30-8361

鳥取市 都市整備部建築指導課

米子市の物件米子市加茂町1丁目1番地
0859-23-5236

米子市 都市整備部建築相談課

倉吉市の物件倉吉市葵町722
0858-22-8175

倉吉市 建設部建築住宅課

境港市の物件で以下のものに限る
●新２号建築物のうち、木造の建築物で、地階
を除く階数が２以下であるもの、延べ面積が
300平方メートル以下のもの及び高さが16
メートル以下のもの
●新３号建築物
●施行令148条に規定する工作物

境港市上道町3000
0859-47-1062

境港市 建設部建築営繕課
※限定特定行政庁
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確認申請・完了検査の申請窓口
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■鳥取県内に事務所のある民間確認検査機関・登録省エネ判定機関

※申請窓口は特定行政庁もしくは民間確認検査機関のいずれかに、申請者が選択して
申請を行ってください。
※省エネ適判も同様です。

審査対象地域住所・電話番号窓口

県内全域の物件で以下のものに限る
全ての建築物 (延床面積 2,000㎡以下)、昇降
機、広告塔等及び擁壁

本部・鳥取事務所
〒680-0803 鳥取市田
園町3丁目
375Tel:0857-21-
6702
米子事務所
〒683-0804 米子市米
原9丁目7-30
Tel:0859-30-3247 

（一財）鳥取県建築住宅検査セ
ンター

県内全域の物件米子支店
〒683-0823 米子市加
茂町2-204 米子商工会
議所ビル
TEL：0859-37-2801

ハウスプラス中国住宅保証株式
会社



法改正後の確認申請が必要な規模等の一覧
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■建築確認手続きが必要な規模（建築物）

１号

都市計画区域外都市計画区域内

工事種別規模構造・階数 レッド区域
内（※後掲参
照）

要確認
地域

防火・
準防火
地域

○○○○○新築200㎡超特殊建築物
（旅館、店舗、飲食店、児童
福祉施設 等） ○○○○○増築,改築,移転

−−−○−10㎡以内

○○○○○大規模な修繕・模様替え

○○○○○用途変更

○○○○○新築階数が２
以上又は
延面積
200㎡を超
えるもの

すべての構造
の建築物（用
途問わず） ○○○○○増築,改築,移転

−−−○−10㎡以内

○○○○○大規模な修繕・模様替え

○○−○○新築階数が１
以下又は
延面積
200㎡以下
のもの

すべての構造
の建築物（用
途問わず） ○○−○○増築,改築,移転

−−−○−10㎡以内

−−−−−大規模な修繕・模様替え

新２号

新３号

確認申請が必要な建築物の区分け
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特殊建築物（別表第１( い)）で、その用途の床面積が200㎡超

階数２以上または延べ面積200㎡超

都市計画区域・県が指定した要確認地域内

１号建築物

新２号建築物

新３号建築物

NO

NO

YES

YES

YES

都市計画区域外で敷地の過半がレッド区域で、レッド区域内
に居室を有する建築物を建築する ※後掲参照

NO
YES

NO

建築確認・検査の対象外



【参考】確認申請で関係する地域の概要
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■防火・準防火地域

鳥取市、米子市、倉吉市、境港市の一部のみ

■知事が指定した要確認地域

知事が指定する要確認地域は都市計画区域外でも全ての建築物の確認申請が必要
鳥取市（用瀬町用瀬、用瀬町別府）
若桜町（三倉、屋堂羅、赤松、来見野、諸鹿、不香田、長砂、湯原、淵見、茗荷谷、

つく米、大炊、岸野、糸白見、根安）
江府町（江尾地区）
日野町（根雨、三谷の地区）

■レッド区域（イエロー区域は関係しない）

土砂法に基づき、県が指定した土砂災害特別警戒区域で県内各地にあります。
土砂災害特別警戒区域に指定されると、以下のように一定の制限がかかります。
・住宅宅地分譲地、社会福祉施設などの特定の開発行為に対する許可が必要
・レッド区域内で住宅の建替え等を行う場合に、壁や基礎を強化するなど構造に規制
・都市計画区域外で確認申請がいらない新３号建築物も敷地の半分以上がレッド区域
である土地で、建築物がレッド区域内にある場合は、建築物の建替え等に建築確認が
必要

※レッド区域の確認については「とっとりWEBマップ」で確認できます。

【参考】レッド区域での確認申請の扱い
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イメージ図：建築基準法第６条１項３号（改正法）の建築物（木造平屋戸建住宅等）

都市計画区域外

レッド区域内
レッド区域内

都市計画区域内・
要確認区域

⻘囲みの建物 ：確認申請が必要
緑囲みの建物 ：確認は不要だが、構造規制は対象



【参考】レッド区域での確認申請の扱い
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【参考】建築確認附属書
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■建築確認附属書

市部を除く、県内の町村を建設地とする
場合、建築基準法第６条の規定による建築
確認申請時等に申請書に添付する書類で、
申請前に設計者が建設地の町村に対し、町
村が把握している道路・都市計画等事項に
ついて確認を依頼するものです。

鳥取県の窓口と鳥取県建築住宅検査セン
ターに申請する場合は、建築確認附属書の
添付が必要です。

また、４市の区域については、都市計画図
の添付が必要です。



確認審査対象の見直しに伴う提出図書等の合理化について
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国資料
P-12

提出図書の合理化（規則第１条の３） 国資料
P-13
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【参考】図書保存対象の追加（建築士法 R2.3施行）
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詳細（R6改訂）
P-17

確認申請の様式 R7.4.1～R8.3.31（構造経過措置の適用部分）

88

■建築申請書の第三面と第四面の改正部分

第三面 ※１８に経過措置の適用が追記（R8.3.31）まで



確認申請の様式 R7.4.1～R8.3.31（構造経過措置の適用部分）

89

第四面 ※１１の特例部分の項目

構造計算適合性
判定の省略（ルー
ト2主事）、審査の
適用が有る場合
の特例の区分

建築計画概要書の様式 R7.4.1～R8.3.31（構造経過措置の適用部分）
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■建築計画概要書の第二面の改正部分

第二面 ※20に経過措置の適用が追記（R8.3.31）まで



様式の記載上の留意点
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■記載例

様式の記載上の留意点
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■記載例



様式の記載上の留意点
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■記載例

確認申請の作成例
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詳細
P-02



確認申請の作成例
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詳細
Ｐ20

ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-06

確認申請の作成例

96

※法第３章の集団規定は都市計画区域内のみ対象です

詳細
P-２１

ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-06



【参考】確認申請時によくある指摘
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〇共通事項
図面の描写

・線種、線幅が同一で記載内容が不明瞭（PC上は色分けされているが、印刷では見づら
い）

（例）配置図－軒先ラインと排水経路の記載が同一

平面図－バルコニー部分の開口部と袖壁部分の記載が同一

玄関框と間仕切り壁の記載が同一

立面図－タイル割の記載があり出隅・入隅が不明瞭

・寸法、文字の記載が小さい、重なっていて読めない

・算出根拠が不明な数値を記載している

（例）平均天井高さの記載があるが、計算式を記載していない

面積、数値の端数処理

・敷地面積、建築面積、床面積、途中計算は省略せずに合計を小数点以下第３位を切捨

・壁量計算等構造の床面積は切上げ

・上記以外は不利な方に切上げ、切捨て

(例)採光計算（法第28条）について

室面積（切上げ）/7＝必要採光面積（切上げ）

設計採光面積＝採光補正係数（切捨て）×建具面積（切捨て）

【参考】建築確認申請添付図面の作成の留意点
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（１）図面の記載内容について

・確認申請図書の作成例（ダイジェスト版、詳細版共）は記載例なので個々の内容により
必要に応じて加筆・削除して作成して下さい。一の図面に各内容を記載することにより
図面が繁雑となり見えづらくなる場合は、他の図面に内容を記載したり、別図面を作成
することが考えられます。

例として平面図（縮尺1/100程度）に外部建具の内容を全て記載すると

① 建具記号、建具形態、建具サイズ、開放角度、取付高さ、採光補正係数のｄ寸法

（法第28条の採光、換気計算に必要な記載）

（令第116条の2第1項第二号の計算に必要な記載）

② 建具サッシ枠、ガラス、庇等の付属部材等の仕様（省エネ基準に必要な記載）

③ 防火設備の記載（防火・準防火地域内で延焼の恐れのある部分の開口部）

等の記載が必要になると考えられます。凡例でまとめて記載できる場合は内容を省略で
きますが、各仕様がそれぞれ違う場合は各内容についての記載が必要となります。

建物規模、計画内容にもよりますが、必要に応じて下記を参考に図面を作成して下さい。

① 平面図に建具記号を記載して、別図で建具表を作成する

② 平面図の縮尺を拡大する（縮尺1/50）

③ 省エネ基準については別図を作成する



【参考】建築確認申請添付図面の作成の留意点
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（２）建築確認申請図書の記載内容の重複について

・設計図書に記載する内容が各図面に重複して記載されている場合がありますが、必要
以上に記載する必要ありません。

（例）面積表（敷地面積、建築面積、各床面積、建蔽率、容積率 等）を配置図、求積図、

平面図それぞれに記載

→面積の訂正があった場合、配置図、平面図の訂正も必要になります。

確認申請の作成例 詳細
P-28

※仕様表に記載することで基礎伏図などの添付は不要です！

P130

P115
-120

P115
-120添付は必要です

詳細版
参照

ページ

P13２

100



確認申請の作成例 詳細
P-28

P121

P130

P122

P1０８
-114

P123

P124
-126

P127
-128

P100
-107

P128
-129

P131

P82
-99

101

確認申請の作成例

102

詳細
P-29



確認申請の作成例
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詳細
P-29

確認申請の作成例
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詳細
P-30

給湯設備の転倒防止「設置場所、質量、アスペクト比（幅又は奥行の小さい方
に対する高さの比）に対するアンカーボルトの種類、本数、引張耐力」



確認申請の作成例

105

詳細
P-31

確認申請の作成例

106

これ以降チェックリストは画面表示は
しません。
スライド上部中央にチェックリストの
ページを記載していますので、該当
ページをご確認ください。

チェックリスト P-

表示例

詳細版のチェックリストのページ

講習会での補足説明

ダイジェスト版に記載の内容



確認申請の作成例
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詳細
P-32

敷地と敷地の
接する境界部
分との高低差
を明示

敷地の接する
道路の位置、
幅員及び道路
種別を明示

排水桝の位置
及び公共下水
道の位置を明
示

チェックリスト P-33

確認申請の作成例

108

詳細
P-32

補強コンクリー
トブロック塀の
位置を明示

申請建物の各
部分の高さを
明示

チェックリスト P-33



確認申請の作成例

109

求積図

面積の合計の小数
点以下第３位は切
り捨て

詳細
P-63

敷地面積、建築面積、
床面積求積図につ
いては、ＣＡＤ等を
用いる場合にあっ
ては三斜求積図に
よらないことができ
ます。
その場合、作図にあ
たり使用した CAD 
等の種類を明示し
てください。

チェックリスト なし

【参考】確認申請時によくある指摘
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〇配置図
・基準法の道路の種類が間違っている。

（例）法42条1項二号道路（開発道路）が市・町道認定されて法42条1項一号道路(市町

村道)になっているのに法42条1項二号道路のまま記載

（例）道路幅員が4.0ｍ未満なのに法42条1項一号道路で記載

・建物配置の寸法が一箇所しか記載していない。

・排水経路、放流先（下水道、集落排水）の記載がない。

・敷地地盤の高低差があるのに法面、構造物の記載が無い。

・敷地内外（建物周囲共）の地盤高低差の記載が無い。

→高低差がある場合は平均地盤を算出

・容積率は法第52条第1項（用途地域による容積率）、法第52条第2項（前面道路の幅員
による容積率）の規定によるが、2項の検討がされていない場合が多い。

・道路中心線を車道部分の中心線で記載している。（歩道含む全体幅員の中心）

・敷地に道路が2以上接道している場合は、幅員の最大のものを前面道路とする。

・道路と敷地に高低差があり、建築物から道路に通じる階段や傾斜路等の有効な通路等

が設けられていない場合は、敷地が接道しているとはいえない。



確認申請の作成例

111

詳細
P-34

階段、踊り場、手す
りの位置・出幅及
び構造を明示

敷地の接する道路の
位置及び幅員を明示
【居室の採光】

チェックリスト P-35

一の図面に各内容を記載することにより
図面が繁雑となり見えづらくなる場合は、
他の図面に内容を記載したり、別図面を
作成する方法もあります。

吸気口の位置
を明示

火気を使用す
る室の換気経
路を明示

回り階段の場合は
踏面の狭い方から
30cmの場所が
踏面の幅です。

確認申請の作成例
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詳細
P-34

チェックリスト P-35

排気機の位置
を明示

コンロの位置、
種別、発熱量を
明示

換気設備の有
効換気量を明
示

採光補正係数の算出に必要な水平距離（開口
部の上にある各部からその部分の面する隣
地境界線等まで）を明示

階段、踊り場、手す
りの位置・出幅及
び構造を明示

居室に設ける採光・換気
のための窓その他の開
口部の位置を明示

出窓がある場合は床面積
に算入・不算入の検討が必
要です。
（ダイジェスト版P09参照）

寝室として使用する室
場合、住宅用火災報知
器が必要です。室名の
下に（寝室）と記載が必
要です。



【参考】確認申請時によくある指摘
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〇平面図
・住宅用火災警報器がエアコンや24ｈ換気（第一種）吹出口から1.5ｍ以上離れていない。

・寝室として使用する室に（寝室）の記載がない。※県の取扱いによるもの

（住宅用火災警報器の設置を判断する為）

・居室、非居室の判断が不明瞭な記載がある。

（例）ヌック等と室名が記載してあるのに天井高さが2.1ｍ未満

サービスルームで室名を記載しているが窓を計画していない

・屋外部分の用途（ポーチ、テラス、物干し場、自転車置場等）を記載していない

（用途により床面積に算入する必要があります。）

・建築、床面積算出用の寸法に一部記載もれがある。

・平面図と24ｈ換気の計画図書とが整合していない。

（例）平面図には納戸の建具に通気措置を計画しているが、24ｈ換気計算では換気対

象外として計算している。

・防火、準防火地域内で延焼の恐れのある範囲内にある屋根、外壁、軒天、開口部（局所

換気、24ｈ換気等含む）の仕様が記載されていない。

確認申請の作成例
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詳細
P-36

チェックリスト P-37



確認申請の作成例
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詳細
P-36

チェックリスト P-37

道路斜線の検討を
行ってください。

確認申請の作成例
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詳細
P-38

チェックリスト P-39



確認申請の作成例
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詳細
P-38

チェックリスト P-39

【参考】確認申請時によくある指摘
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〇立面図、断面図
・バルコニー開放性の記載が無い。（床面積に不算入の場合）

・軒の出寸法の記載が無い。

・小庇の寸法を柱芯ではなく壁面から記載している。（建築面積は芯からの出寸法で確認

する）

・最高の軒高が不明瞭である。（小屋組、登り梁等で形成しているかの記載がない）



確認申請の作成例
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詳細
P-40

チェックリスト P-41

確認申請の作成例
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詳細
P-42

チェックリスト P-43

告示、大臣認定等の構造方法を明示
（外壁材・外部構造用面材・断熱材・
内部の仕上材料等で構成されてい
る材料・厚さ等を明示）



【参考】屋根葺き材等の緊結
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詳細
P-121

【参考】屋根葺き材等の緊結
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詳細
P-121



確認申請の作成例
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詳細
P-42

チェックリスト P-43

構造の安全性の確認 詳細版
P-78
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